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「職場におけるいじめ・暴力の禁止・防止」の取り組みを！
3人に1人がパワハラ被害に！？
～自治労パワーハラスメント10万人実態調査
メンタル不全の要因としても問題視されるパワハラについて、全国の組合員10万人を調査
　自治労は第81回定期大会（2009年8月）の運動方針で、パワー・ハラスメントについて取り上げ、職場における人権確立のために「職場のいじめ・暴力禁止法」の検討を進めることとしました。

そして、昨年の5月末から11月にかけて、自治労の47都道府県本部の全ての組合員（公務職場・公共民間職場、正規職員・非正規職員）から10万人を抽出して調査を行いました。

「パワハラ」の認知度は97.3％

　「パワハラ」という言葉は広く使われてきている現状にあります。

　今回の調査でも、「言葉は知っている」「言葉の内容も知っている」という回答をあわせれば97.3％が「知っている」との結果になりました。

	パワー・ハラスメント（パワハラ）とは

　「職場において、地位や人間関係で弱い立場の相手に対して、繰り返し精神的又は身体的苦痛を与えることにより、結果として働く人たちの権利を侵害し、職場環境を悪化させる行為」を言います。（職場のハラスメント研究所の定義）


3人に1人がパワハラを受けたことが！
　パワハラ被害は、過去3年間では5人に1人（21.9％）が「受けた」と答えており、それ以前を含めれば3人に1人（32.5％）が「被害経験を持つ」と答えています。

　男女比全体では大きな差は表れていませんが、事務職・技術職に限ると10代・40代・50代・60代では、女性の比率が高くなっています。

パワハラ行為者の6割が直属の上司

　パワハラの行為者は「直属の上司」61.0％、「その他の上司」21.3％、「仕事上の先輩」20.5％となっています。

　パワハラの行為者別に、過去3年間に職場で受けた行為を見ると、直属の上司の場合には、「大声など感情的にしかる」「意向を無視した一方的な指示をする」「些細なミスをしつこくしかる」などに集中するのに対し、仕事上の先輩・同僚の場合には、「悪口や陰口で足を引っ張る」「性格や容貌をからかったり非難する」「仕事仲間とみなさない対応をする」も多く見受けられました。

被害者の5.1％が「死にたくなった」

　被害を受けた後の状況では、「心療内科・精神科に通院した」が7.7％、「死にたくなった」が5.7％となっています。

　この割合を自治労組合員全体に置きかえれば、約15,000人が通院、約11,000人が「死にたくなった」と推計でき、決して少なくない数字です。

　また、重大なパワハラを受けた場合の数字では、「心療内科・精神科に通院した」が19.5％、「死にたくなった」が15.7％となり、受けたパワハラの内容によって、状況が深刻化することがわかります。

対応は「何もしなかった」人が40％以上
　とった対応としては、「職場の同僚に相談した」が34％と一番多いものの、「何もしなかった」が40％を超えています。

　何もしなかった理由としては、「何をしても解決にならない」という諦めが約52％と半数を超えています。

　また、「いずれかの窓口に相談する」との回答は74.9％で、相談意向は多く、期待は高いにもかかわらず、現在の受け皿が不十分であることが考えられます。

　一方、相談窓口への期待については、「組合が専門機関に設置した窓口」54.3％、「自治体が専門機関に設置した窓口」49.7％と、ともに外部への期待が高く、さらに、外部、内部ともに組合への期待度が高く現れています。

パワハラは職場の人間関係を悪くする

　パワハラは「職場の人間関係を悪くする」98.4％、「重大な人権侵害である」88.0％となり、パワハラが人権問題であるとの認識は高いことが伺えます。

　一方、「個人的な問題である」と54.6％が回答していることから、職場全体の課題としての意識になっていないこともわかります。

　取り組みの必要性については、「職場全体で取り組むべき」57.1％、必要なのは、「管理職の研修」82.2％、「安心できる相談窓口の設置」77.5％となっています。

労働者の命と人権と尊厳を守るために

　今回の「パワー・ハラスメント自治労10万人実態調査」では、予想を上回るパワハラの実態と深刻な影響が浮き彫りとなりました。

　過去3年間では実に5人に1人がパワハラ被害を受けており、多くは「不愉快で頭にきた」「気分が沈んで憂鬱になった」と答えていますが、「死にたくなった」「心療内科・精神科に通院した」等の深刻な回答も少なくありません。

　そのような状況であるにも関わらず、相談や対策を講じている回答は少なく、ほとんどが「相談しても解決にならないと思った」等のあきらめの回答であり、確たる解決策を持たない現状を反映しています。

　相談先については、組合・自治体が外部に設置した機関への期待度が高く、中でも労働組合が設置した外部機関への相談希望が最も多くなっています。自治労の取り組み体制の構築も含めて、本部・県本部・単組での取り組み強化が求められています。

　自治労本部は、運動方針に基づき、「職場のいじめ・暴力禁止法」（仮称）の制定に向けて検討を開始します。

　今回の調査を受けて、職場におけるいじめ・暴力を「起きない」「起こさない」「起こさせない」ため、また「起きてしまった」場合の被害者救済、行為者（加害者）対策について、法整備を含めて取り組みを進めます。

　あらためて、快適職場とはどういう職場なのかを整理し、働く者の尊厳を守り、自信を持って公共サービスの提供や仕事ができる環境づくりのために積極的に行動を起こしていきます。

　労働安全衛生法71条の2（事業者の講ずる措置）では、「快適な職場環境を形成するように努めなければならない」とし、雇用する側の努力義務として安全で快適な労働環境の提供が求められています。職場の環境整備は雇用主の責任でおこなわれるべきです。パワハラ対策指針の策定や、管理職及び職員研修の実施、外部相談窓口の整備等を当局要求に反映させていきます。

パワハラに遭ったら、すぐ組合に相談を！

　パワハラに遭った場合、黙っていては自身の傷が深くなるだけで、何の解決にもなりません。また、無自覚なパワハラ行為者を野放しにしておいては、被害者を拡大するだけです。

　自治労県職労はこれまでも、組合員からの相談を受け、「『県庁の3悪人』退治」など、職場におけるパワハラ撲滅に向けて取り組んできました。

　パワハラは、パワハラ行為者にその行為が人権侵害にあたることを自覚させ、考えや行動を改めさせ、被害者に対する謝罪とともに、場合によっては被害者、加害者の引き離し（異動）も必要となります。

　また、重大なパワハラやパワハラが原因となってメンタル不全に陥っている場合は、弁護士やカウンセラー、医師等の専門家との連携が不可欠です。

　自治労県職労はいつでもパワハラ相談を受けます。

　直接相談はもちろん、電話・メール等で相談ください。

「臨時・非常勤職員の処遇改善、雇用安定に向けた法改正を求める公務員連絡会・自治労の200万人署名」にご協力を！
自治労は署名活動を展開しています。署名用紙は組合のホームページからもダウンロードできます。
【要請趣旨】

　公務労協・公務員連絡会は、国家公務員の非常勤職員に関わって、雇用安定・処遇改善に向けた取組みを進めてきており、育児休業・介護休暇制度の適用など成果を上げてきました。また、2011年度の取り組みの重要課題のひとつとして、本格的な短時間勤務制度の検討に着手するよう人事院・政府に対して要求し、交渉を進めています。

　一方、地方自治体における約60万人とも言われる臨時・非常勤職員は、地方行政、教育の重要な担い手となっています。しかし、その処遇と雇用は低位かつ不安定であり、格差社会の是正が求められるなか、その改善は重要な課題となっています。

　良質で安定した行政サービスや教育の維持・向上を図るためには、自治体で働くすべての職員が、自信と誇りを持ち、かつ安心して業務に従事することが必要です。

　公務員連絡会地方公務員部会は、こうした観点から、地方自治体で働く臨時・非常勤職員の処遇改善に向けて、早急に以下の法改正を求めます。

【要請事項】

１．非常勤職員の諸手当支給制限に関する制度の見直し（地方自治法203条の2、204条の改正）を行い、非常勤職員にも諸手当を支給できるようにすること。

２．パート労働法の趣旨が地方公務員の臨時・非常勤職員にも適用されるよう法整備等を進めること。









